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●�令和６年度は、令和６年能登半島地震や、物価高騰への対応に多くの
経費が必要になったため、基金の一部取り崩しや国からの財源の活用
などで対応しました。
●�歳入は前年度比5.7%増、歳出は前年度比6.3%増で、特別定額給付金
や新型コロナウイルス感染症への対応、異常降雪による除排雪などに
多くの経費が必要になった令和２年度に次ぐ規模の決算額でした。

物価高騰対応の取り組み

　国際的な原材料価格の上昇や円安の影響などから、日常生活に密接な
エネルギー・食料品などの価格の上昇が続き、市民生活・地域経済への
深刻な影響が続きました。
　このような状況の中、国からの財源を最大限活用しつつ、各種給付金
や、事業者支援などの取り組みを市内経済の動向や市民生活の状況を考
慮して迅速に進めました。

� 単位：億円

決算額 財源
国県支出金など 一般財源

各種給付金 116 114 2
事業者支援 13 6 7

その他 8 3 5
合計 137 123 14

◆性質別（経費の経済的性質に着目した歳出の分類）にすると

歳入総額　4,635億4,455万円
※対前年度比 248億4,647万円（5.7%）増

実質収支※ 63億531万円の黒字
※歳入と歳出の差から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた額

歳出総額　4,521億3,337万円
※対前年度比 267億9,793万円（6.3%）増

国県支出金

地方譲与税・
税交付金など

地方交付税

諸収入など

歳 入

市税

使用料・手数料

市債
1,340

（▲16）

74（±0）
384

（+48）
1,196

（+82）

855
（+86）

386
（▲13）

400
（+61）

単位：億円
※（　）内は
前年度比

教育費（教育、生涯学習）

商工費（商工業の振興）
消防費（消防、救急）

災害復旧費（地震関連） その他（議会運営、農林水産業の
振興、雇用の確保など）

総務費
（選挙、戸籍、
防災対策など）

公債費
（市債の返済）

民生費（こども、
高齢者などの福祉）

土木費
（道路、公園、まちづくりなど）

衛生費
（衛生環境の向上） 1,606

（+166）

600
（+15）658

（+78）

493
（▲12）

481
（+29）

296
（▲37）

33
（+24）163

（+14）79
（▲12）

112
（+3）

歳 出
単位：億円
※（　）内は
前年度比

公債費（借金の返済）

その他維持補修費
（施設の修繕費）

物件費
（委託経費など）

災害復旧事業費
（地震関連経費）

扶助費
（社会保障関係費）

人件費
（職員の給料など）

補助費等
（給付金支給や
補助金など）

1,059
（+40）

978
（+77）

475
（▲18）

526
（+37）

33（+24）

普通建設事業費
（施設の新設や改修など）

549
（+101）

422
（▲7）

394
（▲2）85

（+16）

歳 出
単位：億円
※（　）内は
前年度比

　合併建設計画や政令市としての拠点化に向けた取り組みを進めてきた
ことにより市債残高の増加が続いていましたが、近年は減少傾向です。
　建設事業債などは令和６年能登半島地震対応の災害復旧費などにより
増加しました。
※地方交付税の振り替え財源。返済に必要な費用が地方交付税で措置される
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0
50
100
150
200
250
300
350
400
（億円）

H18 R６H30 R１ R２ R３ R５R４
　令和６年能登半島地震対応などのため、財政調整基金を41億円取り崩
しましたが、土地売払収入や前年度決算剰余金など42億円を同基金に積
み立てた結果、令和６年度末時点で66億円になりました。

主要基金現在高の推移

新潟市の財政状況
～令和６年度決算（一般会計）から
問財務企画課（☎025-226-2195） 

令和６年能登半島地震対応の取り組み

　令和６年１月１日の発災以降、応急復旧から本格復旧に移行しつつあ
る中、４月に「令和６年能登半島地震 新潟市復旧・復興推進本部」を立ち
上げました。
　「生活の再建支援」、「生

なり
業
わい
の再建支援」、「公共インフラ等の復旧」、「安

心・安全で災害に強いまちづくり」 の４つの基本方針に基づき、被災住
宅の応急修理や被災家屋の解体・撤去などの生活の再建支援を実施した
ほか、道路災害復旧事業など公共インフラの復旧に取り組みました。

� 単位：億円

決算額 財源
国県支出金など 一般財源

生活の再建支援 117 85 32
公共インフラ等の復旧 35 32 3

その他 4 2 2
合計 156 119 37

広告掲載の申し込みは（株）ウィット（☎072-668-3275）へ、１枠（7.3㎝×12.1㎝）163,000円（税込、制作料別途）。掲載した広告についての問い合わせは各広告主へ


